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京大東アジアセンターニュースレター   第 347 号
(旧・「京大上海センターニュースレター」) 















  時 間： 2010 年 12 月 14 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館 3 階第 3 教室 
  報告者： 張浩川（復旦大学日本研究センター副主任、准教授） 
テーマ： 「中国における BOP ビジネス展開の可能性」（仮題） 
 
講師略歴： 
1971 年上海生まれ、1992 年日本へ留学、1994 年専修大学経済学部入学、同大学院経営学研究科修士課程、






 前期： 4 月 20 日（火）、 5 月 18 日（火）、 6 月 15 日（火）、7 月 6 日(火)、7 月 20 日（火） 


























１．「日本支配を狙って自滅する中国」  ２．「新たなる日中戦争！」  ３．「中国はなぜ尖閣を取りに来るのか」  
４．「中国はなぜ“軍拡”“膨張”“恫喝”をやめないのか」  ５．「尖閣戦争」 
６．「今こそ日本人が知っておくべき“領土問題”の真実 国益を守る“国家の盾”」 
７．「中国人の９９．９９％は日本が嫌い 新装版」  ８．「これだけは知っておきたい 日本・中国・韓国 の歴史と問題点８０」   
９．「日中韓 歴史大論争」  １０．「覇権国家・中国とどう向き合うか」 
 
１．「日本支配を狙って自滅する中国」  黄文雄著  徳間書店刊  １１月３０日発行 
副題 ： 「世界が警戒する恫喝大国の行方」 

























２．「新たなる日中戦争！」  田母神俊雄著  徳間書店  １１月３０日 
副題 ： 「中国を屈服させる３０の戦略」 























３．「中国はなぜ尖閣を取りに来るのか」  藤岡信勝・加瀬英明編  自由社  １２月１日 
帯の言葉 ： 「日本の論客１０人が語り尽くす亡国の危機   






























４．「中国はなぜ“軍拡”“膨張”“恫喝”をやめないのか」  櫻井よしこ・北村稔編  文藝春秋  １０月３０日 


























５．「尖閣戦争」  西尾幹二・青木直人著  詳伝社新書  １１月１０日 






















６．「今こそ日本人が知っておくべき“領土問題”の真実 国益を守る“国家の盾”」  水間政憲著  PHP  １２月１０日 
帯の言葉 ： 「一次資料で読み解く“尖閣、竹島、北方領土は日本領”の動かぬ証拠」 
この本は、第１章のみが尖閣諸島問題を扱っており、第 2 章は竹島、第３章は北方領土、第 4 章は靖国神社の問
題を扱っており、第５、6 章では遺棄化学兵器問題を詳述している。しかもそれらは過去に発表したものの再録が多い。













７．「中国人の９９．９９％は日本が嫌い 新装版」  若宮清著  ブックマン社  １０月２５日 





















８．「これだけは知っておきたい 日本・中国・韓国 の歴史と問題点８０」  竹内睦泰著  ブックマン社  １０月５日 





９．「日中韓 歴史大論争」  櫻井よしこ他著  文春新書  １０月２０日 









１０．「覇権国家・中国とどう向き合うか」 上田愛彦・五味睦佳・杉山徹宗著 ディフェンスリサーチセンター １１月１０
日 
副題 ： 「２０２０年を見据えたわが国の防衛」 
この本は、尖閣諸島問題を正面から取り扱った本ではないが、「中国の海洋進出の目的は、①国土防衛のための
防御縦深性の拡大、②海洋権益と資源の確保、③国際的影響力の向上であり、中華帝国の再興と覇権の確立をね













「防衛省幹部 OB を大学の教授に、また自衛官下士官 OB を中学・高校教師に任用すればよい」との提案もしてい
る。 
 














































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
2008 年              
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年             
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9   19.5 19.8 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
